
№ 質問項目 質問内容 回答

1 実施期間について
「引き続き令和９年度まで契約を更新することがあります」とあるが、本事業において次年度まで
の更新可能性を想定している背景や理由について教えてほしい。

次年度も継続的に事業を行うことで、さらなる成果が見込めると考えております。

2 事業内容について

「ＳＮＳ等の広報支援」に関しては、具体的にはこの業務の中の１つ目の「採用につながる支援と
して、効果的なＳＮＳ等における投稿内容や発信方法等の広報支援を行うこと」を指していて、残
りの４つの業務は「ＳＮＳ等の広報支援」に関連しない支援も想定されるという理解で合っている
か。

セミナーは採用以外も広く経営改善につながるものを想定していますが、それ以外につい
ては、採用力強化に係るSNS等の広報支援を想定しています。

3 事業内容について
今回の事業の趣旨・目的は「介護事業所の採用力の強化」だと思っているが、S N Sにこだわりす
ぎると「介護事業所の採用力の強化」に繋がらなくなる可能性もあると考える。S N S活用のスキ
ルアップに重点を置くべきか、採用力強化の成果に重点を置くべきか。

S N S活用のスキルアップと採用力強化の成果のどちらかに重点を置くものではなく、採用
力強化の成果につながるＳＮＳ等の活用支援を実施していただきます。

4 事業内容について

施策の対象として「SNS等」とあるが、SNSを中心に据えている背景や理由について教えてほしい
（例えば採用広報においては、求人票や採用ホームページの情報発信内容の充実を図る、また
求人広告やWeb広告を活用して発信力を強化するということもオーソドックスな手法だが、なぜ
SNSにフォーカスしているのか？）

採用において、介護事業所が自己の強みを認識し、それを発信し、求職者等に届けること
が必要かつ事業終了後介護事業所が持続的・継続的に情報発信ができるよう、ＳＮＳ等の
広報支援を実施するものです。SNS等には、ホームページやWeb広告を含み、それぞれの
介護事業所の実態や課題を踏まえ、効果的な支援を実施していただきます。

5 事業内容について
「事業全般（介護事業所の募集・選定、日程調整、支援内容の管理、進捗管理、報告書作成）」と
あるが、介護事業所募集において、選定時の条件など貴市として想定しているものはあるのか？
（例：事業所の規模、認証取得の有無など）

福岡市内の介護事業所であることが条件となります。

6 事業内容について
「事業全般(介護事業所の募集・選定」とあるが、介護事業所の募集及び、セミナー参加者の募集
について、市から市内の事業所へ案内することは可能か。また可能な場合はどのような告知が可
能か。

市は介護事業所へ案内メールを送付することは可能です。

7 事業内容について
「セミナーの開催【3 回程度】」とありますが、セミナーの実施方法については指定がないが、オン
ラインのみでの開催も提案可能か。

実施方法についての指定はございません。セミナーの効果的な実施方法についてご提案く
ださい。

8 成果物について
「(1)手続きに使用した書類や関係者の連絡先を整理したもの」とあるが、手続き使用した書類と
は具体的にどのようなものを想定しているか、教えてほしい。

応募チラシやセミナー資料等を想定しています。

9 応募要項について

11 企画提案書等の提出‐「(2)提出書類」‐「ウ 随意契約伺(工事・委託)(太枠内に税抜きの金額を
記載。社名を記入しないよう注意)」とあるが、下記については、記載・押印は不要の認識でよろし
いか。
・所在地
・代表者又は年間受任者
・電話番号

ご認識の通りです。企画提案書に添付する随意契約伺については、金額（税抜）及び日付
のみを記載してください。

10 応募要項について

12 プレゼンテーション‐「その他」について、
「提案側に必要な機材等(PC やインターネット環境等)は各々で準備をお願いします。」とあるが、
プロジェクターやモニター等の投影機材の準備はあるのか。
しょうか

市では準備いたしません。機材等を使用される場合は、準備も含めてプレゼンテーションの
時間内でお願いいたします。

11 応募要項について

16 契約‐「契約保証金」について
「原則として契 約保証金の納付などの履行保証が必要となります。落札者は，本書で定める必
要書類を， 契約の締結期限日（原則として，落札日から起算して６日（土・日・祝日・12 月29 日～
1 月3 日を除く。）目）までに提出しなければなりません。」とあるが、納入期限も落札決定から6
日以内という認識でよろしいか。

ご認識のとおりです。

12 評価表について

⑧費用
「必要な経費が適切に見積もられているか。」とあるが、こちらは「ウ 随意契約伺」記載の総額で
判断するという認識でよろしいか。

「ウ 随意契約伺」記載の総額だけでなく、事業費積算資料もあわせて判断します。
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